











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































区分 平成19年度末 平成20年度末見込み 平成21年度末見込み
年度末現在高 1，814，754 1，801，754 1，810，322
建設債 1，017，822 976，219 953，179
特例債 323，325 349，556 378，466










































































































































































































































































































































































当初予算額 構成比 当初予算額 構成比
市税 500，045 50．5 94，496 66．2
市債 102，493 10．3 一 一
その他 388，265 39．2 48，216 33．8






















H12年度H21年度 差引 削減率 H12年度H21年度差引 削減率
31，470人27，058人△5，412人△16．7％4，716人3，785人△931人 △19．7％
（注）名古屋市職員数は、派遣職員数を含む。
むすびにかえて～河村減税構想の今後
平成21〔2009〕年7月7日に、名古屋市議会財政福祉委員会は河村た
かし市長公約の「市民税10％減税基本条例案」の採決を見送り、継続審議
とすることを決め閉会した。7月に市議会に提出された基本条例は「市民
税10％分を来年度から減税する」などと目標のみを盛り込んだ条例案で、
具体的な内容を欠くものであった。市議会は、市民税減税基本条例にっい
て、「財源が明示されておらず、十分な議論ができない」などとして審議
を開始せずに、継続審議とすることを決めた。減税財源を明示できなかっ
た市長に市議会各党がブレーキをかけたかたちになった。広く市民に支持
されている市長の案を否決して「抵抗勢力」と呼ばれるのを嫌った結果と
もいえる。
その後、平成21〔2009〕年11月に入り、再び攻勢が始まった。11月12日、
（26）山田宏「『減税自治体』実現への道」・注（2）、序文参照。
99（52）白鴎法学第16巻2号（通巻第34号）（2009）
河村市長は、市議会との対決を鮮明にする市議会の定数や報酬の半減を盛
り込んだ「議会改革案」を発表した。11月の市議会定例会に提出するも
のである。河村市長は、会見で、海外の地方議会の定数や報酬を記したパ
ネルを使い、名古屋市議会での議員の“特権階級ぶり”を披露した。
〔表20〕河村市長が発表した「議会改革案」
・議員定数（75）→おおむね半減
・連続3期を超えた在職の自粛
・議員報酬（約1500万円）→おおむね半減
・政務調査費（月50万円）を廃止
・費用弁償（1日1万円）は実費支給に
・市民による本会議場での意見表明をする機会（一3分間スピーチ）
の創設
・議員の自由な意思に基づく議会活動の実現（＝党議拘東の禁止）
・議員年金制度の廃止に向けた活動
・市長の多選（4期以上）禁止
以上の改革に伴い議員から人員（スタッフ）配置の求めがあった
場合、市長は必要な措置を講じる
この「議会改革案」は、市民税10％減税条例案などとともに、平成21
〔2009〕年11月20日に定例市議会に提出された。この「議会改革案」には、
議員定数の半減や議員年金の廃止などが盛られている。議員の抵抗が強
く、過半数の同意を得るのは難しい内容ではある。
否決された場合、市長は、支援者による議会の解散請求（リコール）に
向けて署名集めを始める方針を決めている。ただ「否決するなら、市長の
不信任案を出すべきだ」との考えを明らかにしている。市長には議会解散
権はない。しかし、市長不信任が成立すれば、市長自身が辞めるか、議会
を解散できることになる。
一一方、民主、自民、公明に共産も加えた4会派は、直ちにこの「議会改
革案」に拒否反応を示した。平成21〔2009〕年11月12日にスクラムを組み、
プロジェクトチームを立ち上げた。議会主導の「議会改革」の対案を検討
市民税減税構想をめぐる法的論点（石村）（53）98
することで合意した。
現在、市長が仕掛けた「議会改革」が、二大公約「市民税10％減税」「地
域委員会」並みの争点に浮上してきている。今後、議会側が改革に本腰を
入れ、自らの手で改革案を仕上げ、市議会通過をはかれば、その内容が不
十分なものであっても、市長は、解散請求に向けての対立軸を失うことに
なる可能性もある。行方が注目される。
ちなみに、市長の「議会改革案」は、市民税10％減税と地域委員会も加
えた三大公約の考え方を盛り込んだ「住民分権を確立するための市政改革
ナゴヤ基本条例（政治ボランティア条例）」として、一括して呈案するこ
とになっている。それぞれの政策の具体的な実施に向けては、奪年度中に
個別の条例案などを提出することになっている。〔2009年11月25日脱稿〕
（本学法学部教授）
＊本稿をまとめるにあたり、名古屋市「減税検討プロジェクトチーム」が作成した
各種の資料を利活用した。記して謝意を表する。本稿は、学問的な視角からまと
めあげたものである。したがって、筆者の名古屋市経営アドバイザー（地方自治
法174条に基づく専門委員）の職責上においてまとめあげたものではないことを
断っておきたい。また、財政学の視点から拙稿の査読をいただいた本学浅羽隆史
教授に、お礼申し上げる。
＊＊名古屋市議会多数派を占める自公両党は、民主党と同様に、市民税減税政策自
体には反対していない。しかし、低所得者層により大きな減税の恩恵が及ぶよ
うにとの配慮から、市長の原案〔個人市民税の均等割3，000円から2，700円に引
き下げ、所得割税率6％から5．4％に引き下げる提案〕に対する修正案〔均等
割3，000円から100円、所得割税率を6％から5．55％に引き下げる修正提案〕を
市議会に提出し、平成21〔2009〕年12月8日に、本会議で可決した。市長は再
議を求めるなど、修正案には応じていない。ちなみに、均等割の存在意義や徴
税コストなどを織り込んで考えた場合、均等割を100円とすることは問題なし
としない。ただ、市議会では、減税実施は先送りにできないとの空気が強い。
したがって、いずれにせよ、平成22〔2010〕年度から名古屋市で、全国初の個
人・法人双方にわたる市民税の10％恒久減税がスタートすることは確実である
〔2009年12月19日加筆〕。
97（54）白鴎法学第16巻2号（通巻第34号）（2009）
《資料：名古屋市市民税減税の基本的な方針に関する条例（案）》
名古屋市市民税減税の基本的な方針に関する条例（案）
（目的）
第1条この条例は、現下の経済状況に対応し、市民生活の支援及び
地域経済の活性化を図るとともに、将来の地域経済の発展に資するた
め、市民税の減税（以下、「市民税減税」という。）を実施することを
明らかにし、かつ、その基本的な方針を定めることを目的とする。
（市民税減税の規模）
第2条市民秘減税の規模は、市民税収入額のおおむね100分の10に相
当する額とする，
（財源の確保）
第3条市民税減税の実施に当たっては、事務事業の見直しその他の
徹底した行財政改革の推進による歳出の削減を行うとともに、歳入の
確保に最大限努めるものとする。
（実施時期）
第4条個人の市民税減税については、平成22年度分から実施するも
のとする。
2法人の市民税減税については、平成22年4月1日以後最初に終了
す事業年度分から実施するものとする。
（法制上の措置）
第5条市民税減税の実施に当たっては、納税者、特別徴収義務者等
への周知のための期間等を考慮し、前条に規定する実施時期から市民
税減税が円滑に実施できるよう必要な法制上の措置その他の措置を講
ずるものとする。
付則
この条例は、公布の日から施行する。
